
4月8日（金）、立憲民主党・国民民主党は、現下の情勢を踏まえて
経済対策をとりまとめ、航空連合が要請していた原油価格高騰などに
対する航空業界への支援策（航空連合NEWS EXPRESS 23-41／23-42

参照）が、それぞれの経済対策に反映されました。
引き続き、政治情勢を注視しながら各党と連携を強化し、政策実現に

むけて取り組みます。
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航空連合の要請内容 各党の経済対策内容

１. 原油価格高騰
に対する支援
強化

２. 日本・欧州間
の航空路線の
維持に対する
支援強化

ウクライナ情勢・資源価格高騰等を
受けた緊急総合対策（総額17.7兆円）

●資源・エネルギー・食料安定供給の確保
及び公共交通対策 1.8兆円
・公共交通（航空＜航空燃料高騰対策等＞・

鉄道・バス・タクシー）支援。

生活安全保障のための緊急経済対策

（総額21.1兆円）

●原油価格高騰対策の実施 1.3兆円
・ トリガー条項の発動と、それにより減収する

地方税の補填、灯油・重油・LP ガス・航空機
燃料等の購入費補助。
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